








71  養護教諭の配置の充実について

主管省庁（文部科学省初等中等教育局・スポーツ･青少年局，総務省自治財政局）

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】
《平成26年度国予算の内容》
　◇　義務教育費国庫負担金（1兆5,321億円）
《自由民主党 J-ファイル2013》（P65，№294）（P67，№302）
　◇　公教育における国の責任体制の確立
　　・　義務教育費国庫負担金は，国が全額負担
　◇　安心して夢の持てる教育を受けられる社会の実現
　　・　教職員定数のあり方全般について検討
《公明党 マニフェスト2013》（P22，№5－①）
　◇　いじめのない学校へ、体験教育の充実など
　　・　養護教諭の大幅な増加を図り，いじめ等で悩む子どもたちが相談しやすい

環境を整える。

県担当課名　　教職員課
関係法令等　　公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

　■　教育活動の基盤となる学校安全の確保において，特に近年，様々なアレルギー
　　疾患を持つ児童生徒の増加や，インフルエンザ・ノロウイルス等の感染症の流
　　行への対応等が喫緊の課題となっており，養護教諭はその中心となる重要な役割
　　を担っている。

　■　しかしながら，現行の小中学校の養護教諭の配置基準は，平成１３年度に定め
　　られたもので，養護教諭一人あたりの児童生徒数が多く，発達障害等特別な支援
　　を必要とする児童生徒への支援や，不登校やいじめ問題等，多様な教育課題に対
　　応するには不十分である。

　■　また，学校現場では，「不登校」や不登校予備軍とされる「保健室登校」の
　　増加，いじめをはじめとする心の健康問題等，一人一人の状況に応じたきめ細や
　　かな対応が求められている。さらに，発達障害の可能性のある児童生徒の多く
　　は通常学級に在籍していると考えられ，その対応に養護教諭が関わるケースも
　　増えている。

直面する課題

「保健室登校」をしている児童生徒がいた学校の割合【全国状況】

小学校 ２８．５％

中学校 ４１．６％
平成２３年度 (公財)日本学校保健会調べ

通常の学級に在籍する
発達障害の可能性のある児童生徒の割合【全国状況】

小学校 ７．７％
中学校 ４．０％

平成２３年度 文部科学省調べ

特別な支援を必要とした児童生徒に関わった養護教諭の割合
【全国状況】

小学校 ８０．９％
中学校 ７９．８％

平成２４年度 全国養護教諭連絡協議会調べ

１校当たりの1日平均保健室利用者数【全国状況】

小学校 ２５．８人

中学校 ２４．７人
平成２３年度 (公財)日本学校保健会調べ
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【課題解決への方向性と処方箋】

ninn

【徳島発の政策提言】

　　・　養護教諭の複数配置（２名）基準を改正し，現行の基準「小学校８５１人
　　　以上，中学校８０１人以上」を引き下げ，複数配置を拡充すること。

　■　児童生徒にとって安全で安心な学校とするために，養護教諭が常に保健室を
　　空けることなく，学校保健活動を実施するとともに，救急措置等の危機管理にも
　　対応できる体制とすべきである。

　■　養護教諭が児童生徒一人一人に対しゆとりを持って健康相談等を実施できる
　　ようにするとともに，発達障害の可能性のある児童生徒への「合理的配慮」に
　　ついても，養護教諭の専門性を活かし充実すべきである。

　■　このため，小中学校の養護教諭の配置基準について，特別支援学校における
　　配置基準も踏まえて見直し，養護教諭の配置を拡充すべきである。

方向性（処方箋）

平成27年度政府予算編成に向けて

具体的内容

提言 養護教諭の複数配置基準の緩和

将来像

養護教諭による学校現場での児童生徒の健康，安全・安心の確立

養護教諭の複数配置基準

現状の複数配置基準では、本県の中学校で基準を満たすのはわずか１校

本県は、独自の判断で６０１人以上の中学校６校に，養護教諭の複数配置を実施

32人 768人

特別支援学校での
0.5名程度の業務

（32人÷60人=53.3%）

ほぼ１名分の業務

(768人÷800人＝96%)

発達障害生徒

（在籍率4.0％）
生徒数８００名の中学校の場合（基準では１名）現状の複数配置(２名)基準

小学校：８５１人以上

中学校：８０１人以上

特別支援学校６１人以上

◆ 小学校～８５０人

中学校～８００人

特別支援学校～６０人

は１名配置

養護教諭の複数配置が不可欠

１．５名分の
業務に相当
（１４９％）

中学校における発達障害の可能性のある生徒を考慮すると

【効果】緊急時の的確な対応、個別対応・指導の充実
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